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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）売上高は消費税等抜きで表示しております。 

回次 第65期中 第66期中 第67期中 第65期 第66期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 20,943 35,513 28,868 48,242 60,320 

経常利益（百万円） 1,714 7,993 4,828 5,412 10,006 

中間（当期）純利益（百万円） 683 4,481 2,295 3,094 5,301 

純資産額（百万円） 49,159 55,333 57,294 51,002 55,726 

総資産額（百万円） 73,360 91,806 86,473 80,353 84,839 

１株当たり純資産額（円） 1,530.27 1,720.97 1,780.76 1,585.87 1,729.71 

１株当たり中間(当期)純利益金額

（円) 
21.27 139.48 71.33 94.72 162.57 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
21.25 139.42 71.26 94.58 162.49 

自己資本比率（％） 67.0 60.3 66.3 63.5 65.7 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
1,683 7,180 3,734 6,360 7,281 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△2,703 △8,484 △1,400 △3,585 △7,432 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
8,902 △684 △2,601 9,631 △2,056 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高(百万円) 
14,643 17,121 16,728 19,031 16,891 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕(人) 

1,654 

〔591〕

1,697 

〔649〕

1,693 

〔679〕

1,670 

〔604〕

1,678 

〔656〕



(2）提出会社の経営指標等 

（注）売上高は消費税等抜きで表示しております。 

回次 第65期中 第66期中 第67期中 第65期 第66期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 15,411 28,085 23,161 36,439 46,480 

経常利益（百万円） 1,631 5,975 4,339 4,023 8,083 

中間（当期）純利益（百万円） 843 3,224 2,366 2,256 4,811 

資本金（百万円） 9,788 9,842 9,885 9,795 9,885 

発行済株式総数（千株） 32,126 32,156 32,180 32,130 32,180 

純資産額（百万円） 47,962 51,707 54,692 48,950 53,134 

総資産額（百万円） 67,783 83,784 79,696 74,361 78,231 

１株当たり純資産額（円） 1,493.00 1,608.20 1,699.89 1,522.24 1,649.44 

１株当たり中間(当期)純利益金額

(円) 
26.25 100.36 73.54 68.84 147.61 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
26.23 100.32 73.46 68.74 147.54 

１株当たり中間(年間)配当額(円) 15.00 15.00 15.00 30.00 40.00 

自己資本比率（％） 70.8 61.7 68.6 65.8 67.9 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕（人） 

1,163 

〔486〕

1,180 

〔550〕

1,261 

〔583〕

1,171 

〔501〕

1,246 

〔558〕



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社の異動は、概ね次のとおりであります。 

＜電子業界関連製品事業＞ 

  株式の追加取得を行い、JETSIS INTERNATIONAL PTE LTDを連結子会社としました。 

＜産業用研削製品事業＞ 

  主な関係会社の異動はありません。 

＜その他事業＞ 

  主な関係会社の異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社（連結子会社）となりました。 

 （名称）   JETSIS INTERNATIONAL PTE LTD  （住所）シンガポール国 

 （資本金）  4,912千シンガポールドル    （主要な事業の内容）電子業界関連製品事業 

 （議決権に対する提出会社の所有割合） 100.0％ 

 （関係内容）当社製品の研究開発を行っております。  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへ

の出向者を含む。）であり、臨時従業員数は、〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。 

２．臨時従業員数には、契約社員（嘱託、準社員及びパートタイマー等の臨時社員）を含み、人材会社からの

派遣社員は除いております。 

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨

時従業員数は、〔 〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．臨時従業員数には、契約社員（嘱託、準社員及びパートタイマー等の臨時社員）を含み、人材会社からの

派遣社員は除いております。 

(3）労働組合の状況 

当社及び連結子会社では、現在労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

電子業界関連製品事業 1,440 〔541〕 

産業用研削製品事業       74 〔 78〕 

その他事業       22 〔  4〕 

全社（共通）       157 〔 56〕 

合計 1,693 〔679〕 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 1,261 〔583〕 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間の世界経済は、全体として回復基調を辿りました。米国経済は、原油価格の高騰など懸念材

料はあったものの個人消費の堅調な推移、企業収益の好転など着実に景気が拡大し、欧州経済は雇用情勢の安定な

ど緩やかな回復傾向がみられました。また、アジア経済では中国が成長を持続、その他諸国も総じて好調に推移し

ました。わが国においては、設備投資や雇用状況が改善するなど景気は回復を見せました。 

半導体業界におきましては、期初には在庫調整の影響がありましたが、その後、特に経済新興国（ＢＲＩＣｓ）

における携帯電話、ＰＣなどの最終製品需要の伸びを受けて半導体メーカの設備投資が回復し、半導体製造装置受

注もあわせて回復してまいりました。 

当社グループにおきましては、特にアジア地域からの需要が強く、前年度下期と比べ受注が回復してまいりまし

た。当第２四半期において、過去最高の売上を計上した精密加工ツールのほか精密加工装置においても、高付加価

値製品である新機種の比率が高まったことにより、利益率が向上してまいりました。  

以上のような状況のもと、当社グループは顧客価値向上に取り組むとともに積極的な販売活動を展開した結果、

当中間連結会計期間の売上高は２８８億６８百万円（前年同期比１８．７％減）、営業利益は４５億９１百万円

（同４１．１％減）、経常利益は４８億２８百万円（同３９．６％減）、中間純利益は２２億９５百万円（同  

 ４８．８％減）となりました。好調であった前年同期と比較すると減収・減益となりましたが、前年度下期比較

では増収・増益となり回復傾向にあります。また、連結売上高に占める海外売上高の比率は５９．７％（前年同期

は６１．８％）と２．１ポイント減少しました。  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。 

①電子業界関連製品事業 

当中間連結会計期間は、半導体メーカの高い稼働率を受けて、精密加工装置・精密加工ツールの売上がともに

好調でした。精密加工ツールの売上高は、半導体生産個数の増加を受けて当第２四半期において過去最高となり

ました。また、システム・イン・パッケージ（ＳｉＰ）に代表される先端デバイスの需要が高まったことにより

当社グループの戦略製品である薄化・ストレスリリーフ装置の売上が増え、収益増加に貢献しました。  

以上の結果、当中間連結会計期間における売上高は２７６億１４百万円(前年同期比１９．１％減)、営業利益

は６０億４５百万円(同３５．８％減)となりました。 

②産業用研削製品事業 

当事業は、土木・建築業界および各種製造業向けの産業用ダイヤモンド工具、一般砥石の製造・販売を行って

おります。 

当中間連結会計期間は、積極的な販売活動を行いましたが、国や公共団体による公共事業抑制策などの影響を

受けて、売上高は１１億５１百万円(同６．０％減)となりました。しかしながらコスト削減などの合理化に努め

た結果、営業利益は６４百万円(同４４．９％増)となりました。 

③その他事業 

当事業は、半導体製造装置メーカ等向けにコンピュータシステムのソフト・ハードの開発・販売を行っており

ます。 

当中間連結会計期間の売上高は１億１百万円(同３３．９％減)となりました。当事業は、下期に売上、利益が

集中するため、当中間連結会計期間の営業損益は５８百万円の損失（前年同期は２３百万円の損失）となりまし

た。 



所在地別セグメントの業績は次のとおりです。 

①国内 

 当セグメントは国内の他、台湾や韓国など当社が海外販売子会社を通さずに直接輸出し現地の代理店を通じ

て販売しているものも含んでおります。当中間連結会計期間は、特にアジア地域における半導体メーカの設備投

資に牽引されて精密加工装置の受注が回復してまいりましたが、売上高は１７９億７百万円（前年同期比１３．

７％減）、営業利益は５１億７３百万円（同３２．９％減）となりました。 

②在外（北米、アジア、ヨーロッパ） 

いずれの地域におきましても、好調であった前年同期比では減収・減益となったものの、前年度下期比では回

復基調となっております。特にアジア地域のサブコンの設備投資増強に牽引されて精密加工装置の受注が活発化

しました。 

北米地域の売上高は２３億７８百万円（同４４．７％減）、営業利益は１億７百万円（同７０．７％減）とな

りました。 

アジア地域の売上高は５８億５３百万円（同２０．９％減）、営業利益は６億４５百万円（同３５．６％減）

となりました。 

ヨーロッパ地域の売上高は２７億２９百万円（同１１．１％減）、営業利益は５億７０百万円（同２９．２％

増）となりました。  

(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年同期と比べ税金等調整前中

間純利益が４０億２７百万円（前年同期比４４．６％減）と減少したものの、有形固定資産の取得に伴う支出も 

１４億３９百万円（同８４．５％減）と減少したことなどから、前中間連結会計期間末に比べ、３億９３百万円減

少（同２．３％減）し、当中間連結会計期間末には１６７億２８百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、３７億３４百万円（同３４億４６百万円減）となりました。これは主に税金等

調整前中間純利益が４０億２７百万円、減価償却費１２億６８百万円及び仕入債務の増加による１７億１４百万円

等の資金の増加がありましたが、法人税等の支払額が２２億５８百万円、売上債権の増加による２５億７７百万円

の資金の減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、１４億円（同７０億８３百万円減）となりました。主な要因は、有形固定資産

の取得による支出１４億３９百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、２６億１百万円（同１９億１７百万円増）となりました。主な要因は、長期借

入金の返済による支出１７億２０百万円と配当金の支払８億３百万円によるものであります。  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

電子業界関連製品事業（百万円） 23,193 84.0 

産業用研削製品事業（百万円） 566 96.2 

その他事業（百万円） 130 69.9 

合計（百万円） 23,891 84.2 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高(百万円) 前年同期比（％） 

電子業界関連製品事業 28,053 79.6 6,161 79.5 

産業用研削製品事業 1,246 101.3 244 154.2 

その他事業 80 51.1 78 113.4 

合計 29,380 80.2 6,484 81.3 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

電子業界関連製品事業（百万円） 27,614 80.9 

産業用研削製品事業（百万円） 1,151 94.0 

その他事業（百万円） 101 66.1 

合計（百万円） 28,868 81.3 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

  当社グループは、連結各社の技術開発部門において、多様なユーザニーズに応える新製品の開発やアプリケーシ

ョン技術、製造技術の開発に努めるとともに、将来の事業の基盤となる基礎的な研究を行っております。当中間連結

会計期間の研究開発費総額は、３０億５４百万円であります。 

（電子業界関連製品事業） 

  半導体や電子部品などの微細加工に使用される装置、精密加工ツール（消耗品）、アプリケーション技術の研究

開発などを行っております。当中間連結会計期間の主な成果は以下のとおりです。 

（１）ダイシングアプリケーション 

  ＜超音波振動スピンドル＞ 

超音波振動スピンドルは、超音波振動をブレードに与えることにより、従来ではレジンブレード以外では切

断が困難だった被加工物などをハブ（電鋳）、メタル、レジンの各ブレードで切断可能にしました。電子部品

（セラミックチップ部品）や光学部品（光学ディスク部品、光通信部品）などの多様な素材の生産に用いるこ

とができます。また、これまでは使用できなかったブレードの使用により、加工品質・ブレードライフ・加工

スピードの向上が図れます。 

  本超音波スピンドルは、オートマチックダイシングソーＤＡＤ３３５０にオプションにて搭載可能で、将来

的には同スピンドルの適用可能な装置ラインアップを拡張していく予定です。 

（２）ストレスリリーフ 

  ＜ＤＦＥ８０４０／ＤＦＥ８０６０＞ 

ＤＦＥ８０４０／ＤＦＥ８０６０は、プラズマを利用したドライエッチング装置で、半導体デバイス製造に

おけるチップ強度の向上要求に対する新ラインアップとして開発しました。また、ドライエッチングをＤＢＧ

プロセスと組み合わせることで、ブレードによるチップ側面ダメージも除去することが可能です。 

（３）薄化研削向けホイール（精密加工ツール） 

   ＜ＧＦ０１－ＳＤ３２０－ＢＴ１００－５０＞ 

ＧＦ０１－ＳＤ３２０－ＢＴ１００－５０は、薄化研削に対応した１軸用ホイールで、ウェーハ割れやチッ

プクラックの問題を解決します。このホイールには、既存の１軸用ホイールで用いているビトリファイドボン

ド（ＶＳ）ではなく、仕上げ研削用の２軸に用いるレジンボンドを採用しています。その結果、ウェーハへ与

えるダメージが低減でき、エッジチッピングの発生や研削ダメージ層の発生を抑えることができます。 

なお、当事業に関わる研究開発費は、３０億５百万円であります。 

（産業用研削製品事業） 

・タイル加工市場向けに、従来品よりも高性能な乾式ダイヤモンド切断ブレードの新製品を開発し、販売を開始

しました。 

・鋳鉄管加工市場向けに、メタルボンド切断ブレード、電着溝入れホイールの新製品を開発し、販売を開始しま

した。 

・自動車関連産業市場向けに、ＣＢＮ電着研削ホイール及び極薄切断砥石においては、より安定性のある新製品

を開発し、販売を開始しました。 

なお、当事業に関わる研究開発費は、４９百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

ありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

新株予約権、新株予約権付社債及び提出会社に対して新株の発行を請求できる権利（ストックオプション）に

関する事項は、次のとおりであります。 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

①平成14年６月27日定時株主総会決議及び平成14年９月27日取締役会決議 

（注）新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 72,000,000 

計 72,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数 

（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

(平成17年12月16日) 

上場証券取引
所名又は登録
証券業協会名 

内容 

普通株式 32,180,240 32,180,240 
東京証券取引所

市場第一部 

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式 

計 32,180,240 32,180,240 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 632 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 63,200 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円）         １株あたり5,264（注） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年10月16日 

至 平成20年10月15日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

    発行価格  5,264  

   資本組入額2,632 
同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者は、

権利行使時においても、当社また

は当社の子会社の取締役もしくは

従業員の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退

任、定年退職その他正当な理由の

ある場合にはこの限りでない。ま

た、新株予約権者が死亡した場合

は、その相続人がこれを行使でき

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入その他の

処分は原則として認めない。な

お、新株予約権の譲渡をするには

当社取締役会の承認を要する。 

同左 



②平成15年６月26日定時株主総会決議及び平成15年11月５日取締役会決議 

（注）新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。  

③平成16年６月24日定時株主総会決議及び平成16年７月27日取締役会決議 

（注）新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。  

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 669 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 66,900 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円）         １株あたり6,320（注） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年11月14日 

至 平成21年11月13日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

    発行価格  6,320  

   資本組入額3,160 
同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者は、

権利行使時においても、当社また

は当社の子会社の取締役もしくは

従業員の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退

任、定年退職その他正当な理由の

ある場合にはこの限りでない。ま

た、新株予約権者が死亡した場合

は、その相続人がこれを行使でき

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入その他の

処分は原則として認めない。な

お、新株予約権の譲渡をするには

当社取締役会の承認を要する。 

同左 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 158 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 15,800 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円）         １株あたり    1（注） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月28日 

至 平成36年６月１日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

    発行価格      1  

   資本組入額    1 
同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた取締役

は、当社の取締役を退任（再任さ

れた場合は含まない）した後に限

り、行使できる。ただし、平成35

年７月27日より前に割当を受けた

取締役が当社の取締役の地位を退

任しなかった場合、その取締役は

同日以降行使期間満了までの間、

新株予約権を行使することができ

る。また、割当を受けた取締役が

死亡した場合は、その相続人がこ

れを行使できる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他の

処分は認めない。 
同左 



④平成16年６月24日定時株主総会決議及び平成16年10月21日取締役会決議 

（注）新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。  

⑤平成17年６月24日定時株主総会決議及び平成17年７月21日取締役会決議 

（注）新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。  

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 792 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 79,200 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円）         １株あたり4,730（注） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年10月30日 

至 平成24年10月29日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

    発行価格  4,730  

   資本組入額2,365 
同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者は、

権利行使時においても、当社また

は当社の子会社の取締役もしくは

従業員の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退

任、定年退職その他正当な理由の

ある場合にはこの限りでない。ま

た、新株予約権者が死亡した場合

は、その相続人がこれを行使でき

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入その他の

処分は原則として認めない。な

お、新株予約権の譲渡をするには

当社取締役会の承認を要する。 

同左 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 169 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 16,900 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円）         １株あたり    1（注） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月22日 

至 平成37年７月21日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

    発行価格      1  

   資本組入額    1 
同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた取締役

は、当社の取締役を退任（再任さ

れた場合は含まない）した後に限

り、行使できる。ただし、平成36

年７月31日より前に割当を受けた

取締役が当社の取締役の地位を退

任しなかった場合、その取締役は

同日以降行使期間満了までの間、

新株予約権を行使することができ

る。また、割当を受けた取締役が

死亡した場合は、その相続人がこ

れを行使できる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他の

処分は認めない。 
同左 



⑥平成17年６月24日定時株主総会決議及び平成17年10月26日取締役会決議 

（注）新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。  

商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

①平成15年５月20日取締役会決議 

（注）新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。  

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） － 1,093 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） － 109,300 

新株予約権の行使時の払込金額（円） －         １株あたり5,162（注） 

新株予約権の行使期間 － 
自 平成19年11月５日 

至 平成25年11月４日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 
－ 

    発行価格  5,162  

   資本組入額2,581 

新株予約権の行使の条件 － 

新株予約権の割当を受けた者は、

権利行使時においても、当社また

は当社の子会社の取締役もしくは

従業員の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退

任、定年退職その他正当な理由の

ある場合にはこの限りでない。ま

た、新株予約権者が死亡した場合

は、その相続人がこれを行使でき

る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 

新株予約権の譲渡、質入その他の

処分は原則として認めない。な

お、新株予約権の譲渡をするには

当社取締役会の承認を要する。 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 9,000 同左 

新株予約権の数（個） 1,800 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,764,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円）         １株あたり5,100（注） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年６月25日 

至 平成22年５月28日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

    発行価格  5,100  

   資本組入額2,550 
同左 

新株予約権の行使の条件 
新株予約権の一部行使はできない

ものとする。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 該当なし 同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

（注）上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社     3,243千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社   2,287千株 

資産管理サービス信託銀行株式会社        724千株 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～  

平成17年９月30日  
－ 32,180,240 － 9,885 － 10,967 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社 
東京都港区浜松町２－11－３ 3,243 10.08 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社 
東京都中央区晴海１－８－11 2,287 7.11 

株式会社ダイイチ企業 東京都港区白金４－10－22 1,998 6.21 

株式会社ダイイチホールディングス 東京都港区高輪１－23－23－3502 1,998 6.21 

株式会社ＯＣＴＡＧＯＮ ＬＡＢ 広島県広島市中区中町３－11 1,709 5.31 

関家 臣二 神奈川県三浦郡葉山町一色1588 1,421 4.42 

関家 憲一 東京都港区白金４－10－22 1,041 3.24 

株式会社オレンジコーラル 東京都港区白金４－10－22 846 2.63 

資産管理サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１－８－12 841 2.62 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 809 2.51 

計 － 16,195 50.33 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,900株（議決権の数19

個）含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       6,000  － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,089,600  320,896 同上 

単元未満株式 普通株式      84,640  － 同上 

発行済株式総数 32,180,240 － － 

総株主の議決権 － 320,896 － 

  平成17年９月30日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社ディスコ 
東京都大田区大森北

二丁目13番11号 
6,000    － 6,000 0.02 

計 － 6,000    － 6,000 0.02 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 4,690 4,680 4,710 4,970 4,950 5,160 

最低（円） 3,960 3,980 4,470 4,450 4,540 4,670 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   17,121   16,728   16,891  

２．受取手形及び売掛
金   20,877   19,134   16,421  

３．棚卸資産   15,401   14,982   15,005  

４．その他   2,289   2,209   2,227  

貸倒引当金   △15   △34   △28  

流動資産合計   55,675 60.6  53,020 61.3  50,517 59.5 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物及び構築物  8,264   11,653   11,705   

(2）機械装置及び運
搬具  3,551   4,051   4,096   

(3）土地  13,787   12,197   12,507   

(4）建設仮勘定  4,135   436   513   

(5）その他  521 30,261 33.0 581 28,921 33.4 583 29,406 34.7 

２．無形固定資産   794 0.9  380 0.5  412 0.5 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  1,630   1,465   1,724   

(2）その他  3,521   2,780   2,878   

貸倒引当金  △76 5,075 5.5 △94 4,151 4.8 △100 4,502 5.3 

固定資産合計   36,131 39.4  33,452 38.7  34,321 40.5 

資産合計   91,806 100.0  86,473 100.0  84,839 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金   8,715   6,985   5,159  

２．短期借入金   934   594   624  

３．一年以内返済予定
の長期借入金   885   -   440  

４．未払法人税等   3,433   2,306   2,790  

５．賞与引当金   2,027   1,758   1,385  

６．製品保証引当金   291   161   198  

７．その他   5,854   4,436   4,368  

流動負債合計   22,141 24.1  16,244 18.8  14,966 17.6 

Ⅱ 固定負債           

１．新株予約権付社債   9,000   9,000   9,000  

２．長期借入金   2,200   700   1,980  

３. 長期未払金  ※３  1,040   985   1,042  

４．退職給付引当金   1,739   1,750   1,736  

５．役員退職慰労引当
金   68   81   84  

６．その他   0   88   0  

固定負債合計   14,049 15.3  12,606 14.6  13,843 16.4 

負債合計   36,191 39.4  28,850 33.4  28,809 34.0 

（少数株主持分）           

少数株主持分   281 0.3  328 0.3  302 0.3 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   9,842 10.7  9,885 11.4  9,885 11.7 

Ⅱ 資本剰余金   10,715 11.7  10,967 12.7  10,967 12.9 

Ⅲ 利益剰余金   34,918 38.0  36,450 42.2  35,024 41.3 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   102 0.1  200 0.2  137 0.2 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △223 △0.2  △178 △0.2  △259 △0.3 

Ⅵ 自己株式   △21 △0.0  △31 △0.0  △29 △0.1 

資本合計   55,333 60.3  57,294 66.3  55,726 65.7 

負債、少数株主持分
及び資本合計   91,806 100.0  86,473 100.0  84,839 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   35,513 100.0  28,868 100.0  60,320 100.0 

Ⅱ 売上原価   17,327 48.8  13,943 48.3  29,740 49.3 

売上総利益   18,185 51.2  14,924 51.7  30,579 50.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  10,394 29.3  10,333 35.8  20,710 34.3 

営業利益   7,791 21.9  4,591 15.9  9,869 16.4 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  10   26   26   

２．受取配当金  4   5   7   

３．為替差益  184   203   28   

４．受取手数料  27   11   42   

５．持分法による投資
利益  13   -   7   

６．受取家賃  12   8   22   

７．その他  55 308 0.9 66 322 1.1 322 457 0.7 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  20   12   39   

２．売上割引  33   11   47   

３．持分法による投資 
  損失  -   9   -   

４.貸倒引当金繰入額  -   11   -   

５．その他  51 106 0.3 40 85 0.3 232 319 0.5 

経常利益   7,993 22.5  4,828 16.7  10,006 16.6 

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ 0   0   268   

２．その他  44 44 0.1 - 0   108 377 0.6 

           
 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除売却損 ※３ 64   38   345   

２．投資有価証券評価
損  111   21   381   

３．関係会社株式評価
損  269   -   -   

４．連結調整勘定減損 
  処理額  -   357   -   

５．役員特別功労金  181   -   181   

６．特別退職加算金  100   23   118   

７．減損損失  ※４ -   313   -   

８．その他  46 774 2.2 48 802 2.8 276 1,303 2.2 

税金等調整前中間
（当期）純利益   7,263 20.4  4,027 13.9  9,080 15.0 

法人税、住民税及
び事業税  3,113   1,801   3,476   

法人税等調整額  △419 2,693 7.6 △86 1,715 5.9 188 3,664 6.1 

少数株主利益   88 0.2  16 0.0  114 0.1 

中間（当期）純利
益   4,481 12.6  2,295 8.0  5,301 8.8 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   10,664  10,967  10,664 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

１．新株引受権の権利
行使による増加高 

 50   -   98   

２．連結子会社合併に
伴う増加高 

 - 50 - - 205 303 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  10,715  10,967  10,967 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   30,970  35,024  30,970 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利
益 

 4,481 4,481 2,295 2,295 5,301 5,301 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  481  804  964  

２．役員賞与  52  65  61  

３．自己株式処分差損  -  -  0  

４．連結子会社合併に
伴う減少高 

 -   -   205   

５．その他の減少高  - 533 - 869 16 1,246 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  34,918  36,450  35,024 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約 

連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

    

税金等調整前中間（当
期）純利益 

 7,263 4,027 9,080 

減価償却費  1,072 1,268 2,439 

連結調整勘定償却額   - 359 - 

減損損失  - 313 - 

貸倒引当金の増加額（△
減少額） 

 △28 0 7 

受取利息及び受取配当金  △15 △32 △34 

支払利息  20 12 39 

賞与引当金の増加額  674 372 32 

持分法による投資損失
（△投資利益） 

 △13 9 △7 

投資有価証券評価損  111 21 381 

関係会社株式評価損  269 - - 

有形固定資産除売却損  64 37 76 

売上債権の減少額（△増
加額） 

 △3,737 △2,577 638 

棚卸資産の減少額（△増
加額） 

 △1,859 151 △2,519 

仕入債務の増加額（△減
少額） 

 2,909 1,714 △563 

未収消費税等の減少額
（△増加額） 

 △161 416 △358 

未払金の増加額（△減少
額） 

 1,619 564 △284 

役員賞与の支払額  △52 △65 △61 

その他  834 △610 1,156 

小計  8,974 5,983 10,025 

利息及び配当金の受取額  41 21 32 

利息の支払額  △20 △12 △40 

法人税等の支払額  △1,814 △2,258 △2,736 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 7,180 3,734 7,281 

 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約 

連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

    

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △9,293 △1,439 △11,410 

有形固定資産の売却によ
る収入 

 3 11 2,903 

無形固定資産の取得によ
る支出 

 △61 △16 △91 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △38 △8 △59 

連結の範囲の変更を伴う
子会社株式の取得による
支出 

 - △49 - 

貸付金の純増加額  △179 △20 △159 

敷金・保証金の預け入れ
による支出 

 △2 △2 △7 

敷金・保証金の回収によ
る収入 

 1,198 3 1,201 

その他  △111 121 190 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 △8,484 △1,400 △7,432 

     

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

    

短期借入金の純増加額
（△減少額） 

 55 △40 △252 

長期借入による収入  833 - 700 

長期借入金の返済による
支出 

 △1,186 △1,720 △1,406 

株式の発行による収入  97 - 188 

社債の償還による支出  - - △312 

自己株式の取得による支
出 

 △2 △1 △11 

親会社による配当金の支
払額 

 △481 △803 △962 

少数株主への配当金の支
払額 

 - △36 - 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 △684 △2,601 △2,056 

 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約 

連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 78 104 68 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
額（△減少額） 

 △1,909 △163 △2,139 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 19,031 16,891 19,031 

Ⅶ 現金及び現金同等物中間期
末（期末）残高 

 17,121 16,728 16,891 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社は次の12社であり

ます。 

㈱テクニスコ 

㈱ディスコ エンジニアリン

グ サービス 

㈱ディー エス ディー 

㈱ディスコ アブレイシ

ブ システムズ 

㈱ディー エス ディー九州 

DISCO HI-TEC AMERICA,  

INC. 

DISCO HI-TEC (SINGAPORE) 

PTE LTD 

DISCO HI-TEC (MALAYSIA)  

SDN.BHD. 

DISCO HI-TEC EUROPE GmbH 

DISCO HI-TEC FRANCE SARL 

DISCO HI-TEC U.K. LTD. 

DISCO  

TECHNOLOGY(SHANGHAI)  

CO., LTD. 

 ㈱ディー エス ディー九州
は㈱ディー エス ディーの子
会社であり、DISCO HI-TEC 
(MALAYSIA) SDN.BHD.はDISCO 
HI-TEC(SINGAPORE) PTE LTDの
子会社であり、DISCO HI-TEC 
FRANCE SARL及びDISCO HI-TEC 
U.K. LTD.はDISCO HI-TEC 
EUROPE GmbHの子会社でありま
す。 
 なお、㈱ディーエスディー
九州は、当中間連結会計期間
に新規に設立した会社であり
ます。 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社は次の12社であり

ます。 

㈱テクニスコ 

㈱ディー エス ディー 

㈱ディスコ アブレイシ

ブ システムズ 

㈱ディー エス ディー九州 

DISCO HI-TEC AMERICA,  

INC. 

DISCO HI-TEC (SINGAPORE) 

PTE LTD 

DISCO HI-TEC (MALAYSIA)  

SDN.BHD. 

DISCO HI-TEC EUROPE GmbH 

DISCO HI-TEC FRANCE SARL 

DISCO HI-TEC U.K. LTD. 

DISCO  

TECHNOLOGY(SHANGHAI)  

CO., LTD. 

         JETSIS INTERNATIONAL PTE 

         LTD 

 ㈱ディー エス ディー九州は
㈱ディー エス ディーの子会社
であり、DISCO HI-TEC 
(MALAYSIA)SDN.BHD.はDISCO 
HI-TEC(SINGAPORE) PTE LTDの
子会社であり、DISCO HI-TEC 
FRANCE SARL及びDISCO HI-TEC 
U.K. LTD.はDISCO HI-TEC 
EUROPE GmbHの子会社でありま
す。 
 なお、JETSIS INTERNATIONAL
PTE LTDについては、株式の追
加取得を行ったことにより、当
社の子会社となったため、当中
間連結会計期間から連結の範囲
に含めております。 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社は次の11社であり

ます。 

㈱テクニスコ 

㈱ディー エス ディー 

㈱ディスコ アブレイシ

ブ システムズ 

㈱ディー エス ディー九州 

DISCO HI-TEC AMERICA,  

INC. 

DISCO HI-TEC (SINGAPORE) 

PTE LTD 

DISCO HI-TEC (MALAYSIA)  

SDN.BHD. 

DISCO HI-TEC EUROPE GmbH 

DISCO HI-TEC FRANCE SARL 

DISCO HI-TEC U.K. LTD. 

DISCO  

TECHNOLOGY(SHANGHAI)  

CO., LTD. 

 ㈱ディー エス ディー九州は
㈱ディー エス ディーの子会社
であり、DISCO HI-TEC 
(MALAYSIA)SDN.BHD.はDISCO  
HI-TEC (SINGAPORE) PTE LTDの
子会社であり、DISCO HI-TEC 
FRANCE SARL及びDISCO HI-TEC 
U.K.LTD.はDISCO HI-TEC 
EUROPE GmbHの子会社でありま
す。  
  なお、㈱ディー エス ディー
九州は、当連結会計年度に新規
に設立した会社であり、連結の
範囲に含めております。 
 また、前連結会計年度に連結
子会社でありました㈱ディスコ
エンジニアリング サービスは
平成17年1月1日付で存続会社を
当社とした合併により消滅しま
したので、平成16年12月31日ま
での損益計算書及びキャッシ
ュ・フロー計算書のみを連結し
ております。 

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

㈱ダステック 

DISCO-SEA AMERICA, INC. 

DISCO HI-TEC(THAILAND)  

CO., LTD. 

DISCO HI-TEC MOROCCO SARL 
 上記非連結子会社は、いず
れも小規模であり、合計の総
資産、売上高、中間純損益
（持分に見合う額）及び利益
剰余金（持分に見合う額）等
は、中間連結財務諸表に重要
な影響を及ぼしておりませ
ん。 

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

DISCO-SEA AMERICA, INC. 

DISCO HI-TEC(THAILAND)  

CO., LTD. 

DISCO HI-TEC MOROCCO SARL 
 上記非連結子会社は、いずれ
も小規模であり、合計の総資
産、売上高、中間純損益（持分
に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、中間
連結財務諸表に重要な影響を及
ぼしておりません。 

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

㈱ダステック 

DISCO-SEA AMERICA, INC. 

DISCO HI-TEC(THAILAND)  

CO., LTD. 

DISCO HI-TEC MOROCCO SARL 
 上記非連結子会社は、いずれ
も小規模であり、合計の総資
産、売上高、当期純損益（持分
に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、連結
財務諸表に重要な影響を及ぼし
ておりません。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事項 

 関連会社 DD Diamond Corp及

び関連会社 S.E.A.Utensili  

Diamantati S.p.A. の２社につ

いては、持分法を適用しており

ます。 

 非連結子会社㈱ダステック、 

DISCO-SEA AMERICA, INC.、 

DISCO HI-TEC (THAILAND) CO., 

LTD.、DISCO HI-TEC MOROCCO  

SARL及び関連会社㈱デュラシス

テムズ、PRIME DIE TECHNOLOGIE

S,INC.、㈱アプライドプレシジ

ョンについては、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等が中

間連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため当該会社に対

する投資については持分法を適

用せず、原価法により評価して

おります。 

 なお、㈱アプライドプレシジ

ョンは、当中間連結会計期間に

株式を新規に取得しておりま

す。  

２．持分法の適用に関する事項 

 関連会社 DD Diamond Corp及

び関連会社 S.E.A.Utensili  

Diamantati S.p.A. の２社につ

いては、持分法を適用しており

ます。 

 非連結子会社DISCO-SEA  

AMERICA, INC.、DISCO HI-TE

C (THAILAND) CO.,LTD.、DISC

O HI-TEC MOROCCO SARL及び関連

会社㈱デュラシステムズ、PRIM

E DIE TECHNOLOGIES,INC.、㈱ア

プライドプレシジョンについて

は、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等が中間連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないた

め当該会社に対する投資につい

ては持分法を適用せず、原価法

により評価しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

 関連会社 DD Diamond Corp及

び関連会社 S.E.A.Utensili  

Diamantati S.p.A. の２社につ

いては、持分法を適用しており

ます。 

 非連結子会社㈱ダステック、 

DISCO-SEA AMERICA, INC.、 

DISCO HI-TEC (THAILAND) CO., 

LTD.、DISCO HI-TEC MOROCCO  

SARL及び関連会社㈱デュラシス

テムズ、PRIME DIE TECHNOLOGIE

S,INC.、㈱アプライドプレシジ

ョンについては、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等が連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要

性がないため当該会社に対する

投資については持分法を適用せ

ず、原価法により評価しており

ます。 

 なお、㈱アプライドプレシジ

ョンは、当連結会計年度に株式

を新規に取得しております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

 連結子会社のうちDISCO TECHN

OLOGY(SHANGHAI) CO., LTD. の

中間決算日は６月30日でありま

す。 

 中間連結財務諸表作成に当たっ

ては、中間連結決算日現在で実施

した仮決算に基づく中間財務諸表

を使用しております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

 連結子会社のうちDISCO TECHN

OLOGY(SHANGHAI) CO., LTD.及び

JETSIS INTERNATIONAL PTE LT

D の中間決算日は６月30日であ

ります。 

 中間連結財務諸表作成に当た

っては、DISCO TECHNOLOGY

(SANGHAI)CO.,LTD.については中

間連結決算日現在で実施した仮

決算に基づく中間財務諸表を使

用しております。 

  また、JETSIS INTERNATIONAL 

PTE LTD については、６月30日

現在の中間財務諸表を使用し、

中間連結決算日との間に生じた

重要な取引については連結上必

要な調整を行っております。 

３．連結子会社の決算日等に関する事

項 

 連結子会社のうちDISCO TECHN

OLOGY(SHANGHAI) CO., LTD. の

決算日は12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、連結決算日現在で実施した仮

決算に基づく財務諸表を使用して

おります。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同 左 

  

  

  

  

  

時価のないもの 

同 左 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

同 左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

ロ．デリバティブ 

…時価法 

ロ．デリバティブ 

同 左 

ロ．デリバティブ 

同 左 

ハ．棚卸資産 

商品・原材料 

…当社は総平均法による原

価法、連結子会社は主と

して移動平均法による原

価法（在外連結子会社は

低価法） 

ハ．棚卸資産 

商品・原材料 

同 左 

ハ．棚卸資産 

商品・原材料 

同 左 

製品・半製品・仕掛品 

…機械装置については個別

法による原価法（在外連

結子会社は低価法）、研

削切断工具については主

として総平均法による原

価法（在外連結子会社は

低価法） 

製品・半製品・仕掛品 

同 左 

製品・半製品・仕掛品 

同 左 

貯蔵品 

…主として最終仕入原価法 

貯蔵品 

同 左 

貯蔵品 

同 左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

イ．有形固定資産 

…当社及び国内連結子会社

は定率法（ただし、平成

10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備

を除く）は定額法）、在

外連結子会社は所在地国

の会計基準の規定に基づ

く定額法によっておりま

す。なお、主な耐用年数

は次のとおりでありま

す。  

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

イ．有形固定資産 

同 左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

イ．有形固定資産 

同 左 

建物及び構築物 3～38年 

機械装置及び運搬具 3～10年 

  

ロ．無形固定資産 

…定額法 

なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内

における利用可能期間（5

年）に基づく定額法を採

用しております。 

ロ．無形固定資産 

同 左 

ロ．無形固定資産 

同 左 

(3）重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、当社

及び国内連結子会社は、一

般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上してお

ります。また在外連結子会

社は主として特定の債権に

ついて回収不能見込額を計

上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

同 左 

(3）重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

同 左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

ロ．賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備

えるため、主として支給見

込額のうち当中間連結会計

期間に負担すべき額を計上

しております。なお、在外

連結子会社については該当

事項はありません。 

ロ．賞与引当金 

同 左 

ロ．賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備

えるため、主として支給見

込額のうち当連結会計年度

に負担すべき額を計上して

おります。なお、在外連結

子会社については該当事項

はありません。 

ハ．製品保証引当金 

 製品保証期間中の製品の

補修費用の支出に備えるた

め、過去の実績等を基礎と

して計上しております。 

ハ．製品保証引当金 

同 左 

ハ．製品保証引当金 

同 左 

ニ．退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社

は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

 数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数（３年）による定額法に

より按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとして

おります。 

 なお、在外連結子会社に

ついては該当事項はありま

せん。 

ニ．退職給付引当金 

同 左 

ニ．退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社

は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づ

き、計上しております。 

 数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数（３年）による定額法に

より按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとして

おります。 

 なお、在外連結子会社に

ついては該当事項はありま

せん。 

ホ．役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に

備えるため、連結子会社３

社は内規に基づく当中間連

結会計期間末における要支

給額を計上しております。 

 なお、当社は平成16年６

月24日開催の定時株主総会

において、経営改革の一環

として役員の報酬体系を見

直し、従来の役員に対する

退職慰労金制度を廃止し、

これに代わる措置として株

式報酬型ストックオプショ

ンを導入いたしました。 

 これに伴い、過年度の役

員退職慰労引当金は金額確

定により「長期未払金」に

計上しております。 

ホ．役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に

備えるため、連結子会社２

社は内規に基づく当中間連

結会計期間末における要支

給額を計上しております。 

ホ．役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に

備えるため、連結子会社２

社は内規に基づく当連結会

計年度末における要支給額

を計上しております。 

 なお、当社は平成16年６

月24日開催の定時株主総会

において、経営改革の一環

として役員の報酬体系を見

直し、従来の役員に対する

退職慰労金制度を廃止し、

これに代わる措置として株

式報酬型ストックオプショ

ンを導入いたしました。 

 これに伴い、過年度の役

員退職慰労引当金は金額確

定により「長期未払金」に

計上しております。 

 



  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 
 外貨建金銭債権債務は、中
間連結決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しており
ます。なお、在外子会社等の
資産及び負債は、中間連結決
算日の直物為替相場により円
貨に換算し、収益及び費用は
期中平均相場により円貨に換
算し、換算差額は少数株主持
分及び資本の部における為替
換算調整勘定に含めておりま
す。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 
 外貨建金銭債権債務は、連
結決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しておりま
す。なお、在外子会社等の資
産及び負債は、連結決算日の
直物為替相場により円貨に換
算し、収益及び費用は期中平
均相場により円貨に換算し、
換算差額は少数株主持分及び
資本の部における為替換算調
整勘定に含めて計上しており
ます。 

(5）重要なリース取引の処理方法 
 リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース
取引については、一部の在外
連結子会社を除き、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同 左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同 左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

イ．ヘッジ会計の方法 
金利スワップ取引について
は、特例処理の要件を満たし
ておりますので、特例処理を
採用しております。 
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

 金利スワップ 

（ヘッジ対象） 

 借入金の利息 

ハ．ヘッジ方針 
借入金の金利変動リスクを回
避する目的で金利スワップ取
引を行っており、ヘッジ対象
の識別は個別契約毎に行って
おります。 
ニ．ヘッジ有効性評価の方法 
金利スワップの特例処理の要
件を満たしておりますので、
中間連結決算日における有効
性の評価を省略しておりま
す。 

 ──────── (6）重要なヘッジ会計の方法 

イ．ヘッジ会計の方法 
金利スワップ取引について
は、特例処理の要件を満たし
ておりますので、特例処理を
採用しております。 
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

 金利スワップ 

（ヘッジ対象） 

 借入金の利息 

ハ．ヘッジ方針 
借入金の金利変動リスクを回
避する目的で金利スワップ取
引を行っており、ヘッジ対象
の識別は個別契約毎に行って
おります。 
ニ．ヘッジ有効性評価の方法 
金利スワップの特例処理の要
件を満たしておりますので、
連結決算日における有効性の
評価を省略しております。 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 
 消費税及び地方消費税の
会計処理は税抜方式によっ
ております。 

消費税等の会計処理 

同 左 

消費税等の会計処理 

同 左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 
 手許現金、随時引き出し可能
な預金及び容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動について
僅少なリスクしか負わない取得
日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資からなってお
ります。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同 左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同 左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ――――――― 

  

 (固定資産の減損に係る会計基準) 

  当中間連結会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。

これにより税金等調整前中間純利

益は３１３百万円減少しておりま

す。 

  なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づき各資産の金額から直接

控除しております。 

 ――――――― 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結損益計算書） 

 「売上割引」は、前中間連結会計期間は、営業外費

用の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中

間連結会計期間において営業外費用の総額の100分の10

を超えたため区分掲記しております。なお、前中間連

結会計期間末の「売上割引」の金額は20百万円であり

ます。 

――――――― 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「未払金の増

加額」は、前中間連結会計期間は「その他」に含めて

表示しておりましたが、金額的重要性が増したため区

分掲記しております。なお、前中間連結会計期間の

「未払金の増加額」は273百万円であります。 

 



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（連結子会社との合併（簡易合併）） 

  当社と連結子会社である株式会

社ディスコ エンジニアリング サ

ービス（以下、DES）は、平成16

年９月15日に、平成17年１月１日

を合併期日とする合併契約書に調

印しました。合併の承認は平成16

年10月18日開催のDESの臨時株主

総会において承認されました。 

  なお、本合併は、商法第413条

ノ３第１項の規定による簡易合併

であり、当社においては合併契約

書に関する株主総会の承認を得る

ことなく行うものです。 

  合併契約の要旨は次のとおりで

あります。 

１．合併の日程 

（合併契約書承認取締役会） 

  平成16年９月15日 

（合併契約書調印） 

  平成16年９月15日 

（合併契約書承認株主総会（DES）） 

  平成16年10月18日 

（合併期日） 

  平成17年１月１日（予定） 

 ２．合併方式 

  当社を存続会社とする吸収合併

方式で、DESは解散します。 

 ３．その他 

  合併にあたり、当社が保有する

DESの株式は全て無償消却し、新

株式の発行及び当社の資本金の増

加は行いません。 

（重要な資産の譲渡について） 

  平成16年11月下旬に竣工の本

社・Ｒ＆Ｄセンターの大田区大森

移転に伴い、これまでの本社（羽

田地区）及び連結子会社である株

式会社ディスコ  エンジニアリ

ング サービス本社の土地、建物

等を売却いたします。 

  その概要は次のとおりでありま

す。 

１．譲渡する相手先 

  連結対象子会社以外の第三者 

２．譲渡資産の種類 

  土地、建物及び建物附属設備 

３．譲渡の時期 

  平成16年12月 

４．譲渡価額 

  3,133百万円 

      ――――――― ――――――― 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税 

  部分の連結損益計算書上の表示方 

  法） 

  実務対応報告第12号「法人事業

税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（企業会計基準委員

会（平成16年２月13日））が公表

されたことに伴い、当中間連結会

計期間から同実務対応報告に基づ

き、法人事業税の付加価値割及び

資本割79百万円を販売費及び一般

管理費として処理しております。 

    ───────── （法人事業税における外形標準課税

  部分の連結損益計算書上の表示方

  法） 

  実務対応報告第12号「法人事業

税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（企業会計基準委員

会（平成16年２月13日））が公表

されたことに伴い、当連結会計年

度から同実務対応報告に基づき、

法人事業税の付加価値割及び資本

割133百万円を販売費及び一般管

理費として処理しております。 

    ─────────  (連結調整勘定の償却について） 

 連結調整勘定の償却について

は、従来、金額的な重要性が乏し

かったため、発生年度において全

額償却しておりましたが、当中間

連結会計期間より個々の投資の効

果の発現期間を合理的に見積もり

償却を行う方法に変更いたしまし

た。 

 なお、この変更に伴う損益に与

える影響はありません。 

     ───────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

      15,939百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

            15,965百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

          15,034百万円 

 ２．保証債務 

連結会社以外の会社の金融

機関等からの借入に対し、債

務保証を行っております。 

 ２．保証債務 

連結会社以外の会社の金融

機関等からの借入に対し、債

務保証を行っております。 

 ２．保証債務 

連結会社以外の会社の金融

機関等からの借入に対し、債

務保証を行っております。 

DISCO-SEA  

AMERICA, INC. 
  66百万円 

DISCO-SEA  

AMERICA, INC.
  79百万円

DISCO-SEA  

AMERICA, INC. 
   85百万円

※３. ───────── ※３．長期未払金 

当社は平成16年６月24日開

催の定時株主総会において、

経営改革の一環として役員の

報酬体系を見直し、従来の役

員に対する退職慰労金制度を

廃止し、これに代わる措置と

して株式報酬型ストックオプ

ションを導入いたしました。 

 これに伴い、過年度の役員

退職慰労引当金は金額確定に

より「長期未払金」に９８３

百万円計上しております。 

※３. ───────── 

 ４．受取手形割引高 

   24百万円 

 ４．受取手形割引高 

   - 百万円 

 ４．受取手形割引高 

    - 百万円 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費 

主要な費目及び金額 

※１．販売費及び一般管理費 

主要な費目及び金額 

※１．販売費及び一般管理費 

主要な費目及び金額 

(注)研究開発テーマ別に集計して

いた研究開発費を、新製品の

計画、設計又は既存製品の著

しい改良等のために発生する

費用が部門別に明確に区分で

きる環境が整ったため、一般

管理費の各科目に含まれてい

た研究開発のための人件費及

び減価償却費等について、当

中間連結会計期間より研究開

発費として集計する方法に変

更しております。 

この変更により、従来の方法

によった場合と比較して、研

究開発費が1,553百万円増加

し、給与・賞与は766百万

円、賞与引当金繰入額は90百

万円、その他販売費及び一般

管理費は696百万円減少して

おります。 

(1）荷造・運搬費   405百万円

(2）販売手数料   627百万円

(3）製品保証引当

金繰入額 
  439百万円

(4）給料・賞与 2,072百万円

(5）賞与引当金繰

入額 
  937百万円

(6）退職給付費用   115百万円

(7）減価償却費   238百万円

(8）研究開発費 3,185百万円

(1）荷造・運搬費    374百万円

(2）販売手数料    487百万円

(3）製品保証引当

金繰入額 
   165百万円

(4）給料・賞与  2,184百万円

(5）賞与引当金繰

入額 
   757百万円

(6）退職給付費用    129百万円

(7）減価償却費    296百万円

(8）連結調整勘定

償却額 

 2百万円

(9）研究開発費  3,051百万円

(注)研究開発テーマ別に集計して

  いた研究開発費を、新製品の

  計画、設計又は既存製品の著

  しい改良等のために発生する

  費用が部門別に明確に区分で

  きる環境が整ったため、一般

  管理費の各科目に含まれてい

  た研究開発のための人件費及

  び減価償却費等について、当

  連結会計年度より研究開発費

  として集計する方法に変更し

  ております。 

  この変更により、従来の方法

  によった場合と比較して、研

  究開発費が2,800百万円増加 

  し、給与・賞与は1,372百万 

  円、賞与引当金繰入額は54百

  万円、その他販売費及び一般

  管理費は1,373百万円減少し 

  ております。 

(1）荷造・運搬費    734百万円

(2）販売手数料  1,029百万円

(3）製品保証引当

金繰入額 
  797百万円

(4）給料・賞与  5,179百万円

(5）賞与引当金繰

入額 
  662百万円

(6）退職給付費用    240百万円

(7）減価償却費 557百万円

(8）研究開発費  6,248百万円

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※２．固定資産売却益 ※２．固定資産売却益 ※２．固定資産売却益 

機械装置及び

運搬具他 
 0百万円

機械装置及び

運搬具他 
  0百万円

機械装置及び

運搬具他 
  2百万円

土地  265百万円

※３．固定資産除売却損 ※３．固定資産除売却損 ※３．固定資産除売却損 

建物及び構築

物他売却損 
 0百万円

建物及び構築

物除却損 
 6百万円

機械装置及び

運搬具除却損 
 53百万円

有形固定資産

の「その他」

除却損 

 3百万円

建物及び構築

物他売却損 
  2百万円

建物及び構築

物除却損 
  20百万円

機械装置及び

運搬具除却損
   9百万円

有形固定資産

の「その他」

除却損 

  5百万円

建物及び構築

物売却損 
124百万円

機械装置及び

運搬具他売却

損 

65百万円

建物及び構築

物除却損 
55百万円

機械装置及び

運搬具除却損 
61百万円

有形固定資産

の「その他」

除却損 

38百万円

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※４．  ────────  ※４.減損損失 

 当中間連結会計期間において、当

社グループは以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しておりま

す。 

  当社グループは、事業の種類別を

基準として資産のグルーピングを行

っており、遊休資産については個々

に独立したキャッシュ・フローを生

み出す単位としてグルーピングして

おります。 

 上記資産については、それぞれ遊

休状態にあり、市場価格が帳簿価額

より著しく下落していることにより

帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失３１３百

万円として特別損失に計上しており

ます。その内訳は、印旛郡の土地 

２５４百万円、東広島市の土地５６

百万円、上水内郡の土地３百万円で

あります。 

 なお、回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、不動産鑑定

評価額及び固定資産税評価額等の適

切に市場価額を反映していると考え

られる評価額を基に算出し評価して

おります。 

場所 用途 種類 

千葉県 

印旛郡 
 遊休資産   土地 

 広島県 

 東広島市
 遊休資産   土地 

 長野県 

 上水内郡
 遊休資産    土地 

 ※４．  ────────  



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成16年9月30日現在） （平成17年9月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 17,121百万円

現金及び現金同等

物 
17,121百万円

現金及び預金勘定  16,728百万円

現金及び現金同等

物 
 16,728百万円

現金及び預金勘定  16,891百万円

現金及び現金同等

物 
 16,891百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

建物及び構
築物 

1,334 266 1,067 

機械装置及
び運搬具 

442 198 244 

有形固定資
産の「その
他」 

387 279 108 

合計 2,165 744 1,420 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

建物及び構
築物 

1,334 333 1,001 

機械装置及
び運搬具 

449 272 176 

有形固定資
産の「その
他」 

435 230 205 

合計 2,220 837 1,382 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び構
築物 

1,334 300 1,034 

機械装置及
び運搬具 

449 235 213 

有形固定資
産の「その
他」 

435 154 281 

合計 2,220 690 1,529 

 （注） 取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

同 左  （注） 取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内    197百万円

１年超  1,223百万円

合計  1,420百万円

１年内     228百万円

１年超   1,154百万円

合計   1,382百万円

１年内   272百万円

１年超   1,257百万円

合計   1,529百万円

 （注） 未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定し

ております。 

同 左  （注） 未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額 

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額 

支払リース料    178百万円

減価償却費相当額    178百万円

支払リース料     154百万円

減価償却費相当額     154百万円

支払リース料    239百万円

減価償却費相当額    239百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内    152百万円

１年超  1,162百万円

合計  1,315百万円

１年内     133百万円

１年超   1,074百万円

合計 1,207百万円

１年内 162百万円

１年超 1,177百万円

合計 1,340百万円

   （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失は

 ありません。 

  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年9月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注） 有価証券について、当中間連結会計期間において、111百万円（その他有価証券で時価評価されていない株式111

百万円）の減損処理を行っております。 

 なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、

「著しく下落した」ものとし、回復可能性が十分な根拠によって裏付けられる場合を除き、減損処理を行い、30～

50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を

行うこととしております。 

当中間連結会計期間末（平成17年9月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注） 減損処理にあたっては、当中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、「著

しく下落した」ものとし、回復可能性が十分な根拠によって裏付けられる場合を除き、減損処理を行い、30～50％

程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行う

こととしております。 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 243 415 172 

(2）その他 10 10 0 

合計 253 426 172 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 581 

合計 581 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 245 582 337 

(2）その他 10 10 0 

合計 255 593 337 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 258 

合計 258 



前連結会計年度末（平成17年3月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注） 有価証券について、当連結会計年度において、111百万円（その他有価証券で時価評価されていない株式111百万

円）の減損処理を行っております。 

 なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、「著しく下落し

た」ものとし、回復可能性が十分な根拠によって裏付けられる場合を除き、減損処理を行い、30～50％程度下落し

た場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行うこととして

おります。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年9月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）１．時価の算定は、先物為替相場に基づき算定しております。 

   ２．ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

当中間連結会計期間末（平成17年9月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）時価の算定は、先物為替相場に基づき算定しております。    

前連結会計年度末（平成17年3月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）１．時価の算定は、先物為替相場に基づき算定しております。 

   ２．ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 244 476 232 

(2）その他 10 10 0 

合計 254 487 232 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 601 

合計 601 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

通貨 為替予約取引 1,100 1,108 △8 

合計 1,100 1,108 △8 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

通貨 為替予約取引 1,731 1,746 △14 

合計 1,731 1,746 △14 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

通貨 為替予約取引 523 535 △11 

合計 523 535 △11 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

（注）１．事業区分 

製品を主として販売市場の類似性を基準として区分する方法によっております。 

２．各事業区分の主要製品 

(1）電子業界関連製品事業……〔精密加工装置〕ダイシングソー、サーフェースグラインダ、ポリッシャ、

        レーザーソー、スライシングマシン 

〔精密加工ツール〕ダイヤモンドブレード等 

〔精密電子部品〕 

(2）産業用研削製品事業………ダイヤモンドホイール、研削切断砥石等 

(3）その他事業…………………ソフト開発等 

３．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に

含めた配賦不能営業費用の金額は1,665百万円、1,474百万円及び3,601百万円であり、その主なものは当社の

総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

 
電子業界関
連製品事業 
（百万円） 

産業用研削
製品事業 
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 34,133 1,226 153 35,513 - 35,513 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
- 46 33 80 (80) - 

計 34,133 1,272 186 35,593 (80) 35,513 

営業費用 24,724 1,228 210 26,163 1,558 27,721 

営業利益(又は営業損失) 9,409 44 (23) 9,429 (1,638) 7,791 

 
電子業界関
連製品事業 
（百万円） 

産業用研削
製品事業 
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 27,614 1,151 101 28,868 -  28,868 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
-  9 29 38 (38) -  

計 27,614 1,161 130 28,906 (38) 28,868 

営業費用 21,569 1,097 189 22,856 1,420 24,276 

営業利益(又は営業損失) 6,045 64 (58) 6,050 (1,458) 4,591 

 
電子業界関
連製品事業 
（百万円） 

産業用研削
製品事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 57,343 2,596 380 60,320 -  60,320 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
-  61 91 152 (152) -  

計 57,343 2,657 471 60,473 (152) 60,320 

営業費用 44,158 2,436 445 47,041 3,410 50,451 

営業利益 13,184 221 26 13,432 (3,563) 9,869 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の主な内訳は次のとおりであります。 

(1）北米…………………米国 

(2）アジア………………シンガポール、マレーシア、中国 

(3）ヨーロッパ…………ドイツ、フランス、イギリス 

３．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目

に含めた配賦不能営業費用の金額は1,665百万円、1,474百万円及び3,601百万円であり、その主なものは、

当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円）
アジア 
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高 
20,739 4,299 7,403 3,071 35,513 - 35,513 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
10,194 - 32 71 10,298 (10,298) - 

計 30,933 4,299 7,435 3,143 45,811 (10,298) 35,513 

営業費用 23,226 3,932 6,433 2,701 36,294 (8,573) 27,721 

営業利益 7,706 366 1,001 441 9,516 (1,725) 7,791 

 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円）
アジア 
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高 
17,907 2,378 5,853 2,729 28,868 -  28,868 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
7,687 28 69 62 7,848 (7,848) -  

計 25,594 2,406 5,923 2,792 36,716 (7,848) 28,868 

営業費用 20,421 2,299 5,278 2,221 30,220 (5,944) 24,276 

営業利益 5,173 107 645 570 6,495 (1,903) 4,591 

 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円）
アジア 
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高 
35,992 6,637 11,702 5,988 60,320 - 60,320 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
16,150 52 175 80 16,458 (16,458) - 

計 52,143 6,690 11,877 6,068 76,779 (16,458) 60,320 

営業費用 41,445 6,171 10,422 5,311 63,350 (12,898) 50,451 

営業利益 10,697 518 1,454 757 13,428 (3,559) 9,869 



【海外売上高】 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の主な内訳は次のとおりであります。 

(1）北米………………米国、カナダ 

(2）アジア……………シンガポール、マレーシア、台湾、韓国、中国 

(3）ヨーロッパ………ドイツ、フランス、イギリス 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

期別   北米 アジア ヨーロッパ 計 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

１．海外売上高（百万円） 3,029 16,030 2,873 21,933 

２．連結売上高（百万円） - - - 35,513 

３．
海外売上高の連結売上高

に占める割合（％） 
8.6 45.1 8.1 61.8 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

１．海外売上高（百万円） 2,597 11,889 2,739 17,226 

２．連結売上高（百万円） - -  -  28,868 

３．
海外売上高の連結売上高

に占める割合（％） 
9.0 41.2 9.5 59.7 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１．海外売上高（百万円） 5,474 24,623 5,842 35,940 

２．連結売上高（百万円） - - - 60,320 

３．
海外売上高の連結売上高

に占める割合（％） 
9.1 40.8 9.7 59.6 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 

        1,720.97円 

１株当たり純資産額 

        1,780.76円 

１株当たり純資産額 

1,729.71円 

１株当たり中間純利益金額 

     139.48円 

１株当たり中間純利益金額 

     71.33円 

１株当たり当期純利益金額 

     162.57円 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額 

     139.42円 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額 

    71.26円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

162.49円 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 4,481 2,295 5,301 

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -  74 

 （うち利益処分による役員賞与金） - -  (74) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
4,481 2,295 5,227 

期中平均株式数（千株） 32,132 32,174 32,153 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） - -  -  

普通株式増加数（千株） 14 32 15 

（うち新株引受権） (14) (-) (5) 

（うち新株予約権） (-) (32) (10) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

 平成14年６月27日定時

株主総会決議及び平成14

年９月27日取締役会決議

による新株予約権（新株

予約権の個数 641個） 

 平成15年６月26日定時

株主総会決議及び平成15

年11月５日取締役会決議

による新株予約権（新株

予約権の個数 680個） 

 平成16年６月24日定時

株主総会決議及び平成16

年７月27日取締役会決議

による新株予約権（新株

予約権の個数 158個） 

 なお、概要は「第４提

出会社の状況、１株式等

の状況、(2)新株予約権

等の状況」に記載のとお

りであります。 

  平成14年６月27日定時

株主総会決議及び平成14

年９月27日取締役会決議

による新株予約権（新株

予約権の個数 632個） 

 平成15年６月26日定時

株主総会決議及び平成15

年11月５日取締役会決議

による新株予約権（新株

予約権の個数 669個） 

 平成16年６月24日定時

株主総会決議及び平成16

年10月21日取締役会決議

による新株予約権（新株

予約権の個数 792個） 

 なお、概要は「第４提

出会社の状況、１株式等

の状況、(2)新株予約権

等の状況」に記載のとお

りであります。 

 平成14年６月27日定時

株主総会決議及び平成14

年９月27日取締役会決議

による新株予約権（新株

予約権の個数 632個） 

 平成15年６月26日定時

株主総会決議及び平成15

年11月５日取締役会決議

による新株予約権（新株

予約権の個数 671個） 

 平成16年６月24日定時

株主総会決議及び平成16

年10月21日取締役会決議

による新株予約権（新株

予約権の個数 793個） 

 なお、概要は「第４提

出会社の状況、１株式等

の状況、(2)新株予約権

等の状況」に記載のとお

りであります。 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 平成16年６月24日開催の当社第65期定時株

主総会及び平成16年10月21日開催の当社取締

役会において、ストックオプションの目的で

新株予約権の発行を決議しました。その概要

は次のとおりであります。 

１．新株予約権の数 860個 

２．新株予約権の目

的となる株式の

数 

86,000株 

３．新株予約権の目

的となる株式の

種類 

普通株式 

４．新株予約権の行

使時の払込金額 

4,730円 

５．新株予約権の行

使期間 

平成18年10月30日から 

平成24年10月29日まで 

６．新株予約権の行

使により株式を

発行する場合の

株式の発行価格

及び資本組入額 

発行価格  4,730円 

資本組入額 2,365円 

７．新株予約権の行

使の条件 

新株予約権を割当てら

れた者は、新株予約権

の行使時においても、

会社又は会社の子会社

の取締役又は従業員

（顧問、相談役を含

む。）であることを要

する。（任期満了によ

り退任又は定年退職し

た対象者が会社又は子

会社に従業員として再

雇用された場合は、会

社又は子会社の取締役

又は従業員の地位を喪

失したものとは取り扱

わない。また、会社又

は子会社以外の会社よ

り会社又は子会社に出

向中の対象者が出向解

除により出向元の会社

へ帰任した場合は、会

社又は子会社の取締役

又は従業員の地位を喪

失したものと扱う。）

ただし、任期満了によ

る退任、定年退職その

他正当な理由のある場

合にはこの限りでな

い。 

 平成17年６月24日開催の当社第66期定時株

主総会及び平成17年10月26日開催の当社取締

役会において、ストックオプションの目的で

新株予約権の発行を決議しました。その概要

は次のとおりであります。 

１．新株予約権の数 1,093個 

２．新株予約権の目

的となる株式の

数 

109,300株 

３．新株予約権の目

的となる株式の

種類 

普通株式 

４．新株予約権の行

使時の払込金額 

5,162円 

５．新株予約権の行

使期間 

平成19年11月5日から 

平成25年11月4日まで 

６．新株予約権の行

使により株式を

発行する場合の

株式の発行価格

及び資本組入額 

発行価格   5,162円 

資本組入額  2,581円 

７．新株予約権の行

使の条件 

新株予約権を割当てら

れた者は、新株予約権

の行使時においても、

会社又は会社の子会社

の取締役又は従業員

（顧問、相談役を含

む。）であることを要

する。（任期満了によ

り退任又は定年退職し

た対象者が会社又は子

会社に従業員として再

雇用された場合は、会

社又は子会社の取締役

又は従業員の地位を喪

失したものとは取り扱

わない。また、会社又

は子会社以外の会社よ

り会社又は子会社に出

向中の対象者が出向解

除により出向元の会社

へ帰任した場合は、会

社又は子会社の取締役

又は従業員の地位を喪

失したものと扱う。）

ただし、任期満了によ

る退任、定年退職その

他正当な理由のある場

合にはこの限りでな

い。 

――――――― 

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

上記の算式において「既発行株式数」と

は、会社の発行済株式総数から会社の保有

する自己株式の総数を控除した数とし、自

己株式の処分を行う場合には「新規発行株

式数」を「処分する株式数」に、「１株あ

たり払込金額」を「１株あたり処分金額」

に、「新株式発行前の時価」を「処分前の

時価」に、それぞれ読み替えるものとす

る。 

また、会社が他社と吸収合併もしくは新設

合併を行う場合であって、合併後の会社に

新株予約権が承継されるとき、会社が吸収

分割を行う場合であって、承継会社に新株

予約権が承継されるとき、又は会社が人的

分割を行うとき、会社は必要と認める行使

価額の調整を行うものとする。 

８．新株予約権の譲

渡に関する事項 

質入その他の処分は

原則として認めな

い。なお、新株予約

権の譲渡をするには

当社取締役会の承認

を要する。 

９．摘要 

新株予約権発行後、会社が時価を下回る

価額で新株式の発行（改正前商法に基づ

く新株引受権の行使又は改正後商法の新

株予約権の行使により新株式を発行又は

自己株式を処分する場合を除く）もしく

は自己株式の処分を行う場合、又は時価

を下回る価額をもって会社普通株式を取

得することができる新株予約権又は新株

予約権が付された証券を発行する場合

は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り

上げる。 

    既発行
株式数 

＋

新規発行株

式数 
× 
１株あたり払

込金額 

調整後

行使価

額 

＝ 

調整前

行使価

額 

× 
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

上記の算式において「既発行株式数」と

は、会社の発行済株式総数から会社の保有

する自己株式の総数を控除した数とし、自

己株式の処分を行う場合には「新規発行株

式数」を「処分する株式数」に、「１株あ

たり払込金額」を「１株あたり処分金額」

に、「新株式発行前の時価」を「処分前の

時価」に、それぞれ読み替えるものとす

る。 

また、会社が他社と吸収合併もしくは新設

合併を行う場合であって、合併後の会社に

新株予約権が承継されるとき、会社が吸収

分割を行う場合であって、承継会社に新株

予約権が承継されるとき、又は会社が人的

分割を行うとき、会社は必要と認める行使

価額の調整を行うものとする。 

８．新株予約権の譲

渡に関する事項 

質入その他の処分は

原則として認めな

い。なお、新株予約

権の譲渡をするには

当社取締役会の承認

を要する。 

９．摘要 

新株予約権発行後、会社が時価を下回る

価額で新株式の発行（改正前商法に基づ

く新株引受権の行使又は改正後商法の新

株予約権の行使により新株式を発行又は

自己株式を処分する場合を除く）もしく

は自己株式の処分を行う場合、又は時価

を下回る価額をもって会社普通株式を取

得することができる新株予約権又は新株

予約権が付された証券を発行する場合

は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り

上げる。 

    既発行
株式数

＋

新規発行株

式数 
×
１株あたり払

込金額 

調整後

行使価

額 

＝ 

調整前

行使価

額 

×
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

――――――― 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  13,388   13,141   14,177   

２ 受取手形  1,092   1,544   1,342   

３ 売掛金  15,655   14,228   10,832   

４ 棚卸資産  13,412   13,041   13,301   

５ その他 ※４ 3,665   2,357   3,622   

貸倒引当金  △1   △1   △1   

流動資産合計   47,212 56.4  44,311 55.6  43,274 55.3 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１          

(1）建物  6,717   10,061   10,109   

(2）機械及び装置  3,246   3,600   3,717   

(3）土地  13,050   11,644   11,956   

(4）建設仮勘定  4,135   415   513   

(5）その他  623   847   852   

有形固定資産合計  27,773   26,569   27,149   

２ 無形固定資産  546   158   173   

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券  993   836   1,073   

(2）関係会社株式  4,213   3,905   3,760   

(3）その他  3,105   3,986   2,860   

貸倒引当金  △60   △71   △60   

投資その他の資産
合計  8,251   8,657   7,634   

固定資産合計   36,571 43.6  35,384 44.4  34,956 44.7 

資産合計   83,784 100.0  79,696 100.0  78,231 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形  3,508   2,625   1,952   

２ 買掛金  4,370   3,262   2,161   

３ 短期借入金  400   -   -   

４ 一年以内返済予定
の長期借入金  440   -   440   

５ 一年以内償還予定
の新株引受権付社
債 

 312   -   -   

６ 未払法人税等  2,950   1,743   2,349   

７ 賞与引当金  1,766   1,603   1,218   

８ その他  5,269   4,054   4,010   

流動負債合計   19,017 22.7  13,288 16.7  12,133 15.5 

Ⅱ 固定負債           

１ 新株予約権付社債  9,000   9,000   9,000   

２ 長期借入金  1,500   -   1,280   

３ 長期未払金 ※３ 1,040   983   1,040   

４ 退職給付引当金  1,518   1,653   1,642   

５ 長期預り保証金  -   78   -   

固定負債合計   13,059 15.6  11,715 14.7  12,963 16.6 

負債合計   32,077 38.3  25,003 31.4  25,096 32.1 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   9,842 11.7  9,885 12.4  9,885 12.6 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  10,715   10,967   10,967   

資本剰余金合計   10,715 12.8  10,967 13.8  10,967 14.0 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  594   594   594   

２ 任意積立金  17,024   17,020   17,024   

３ 中間（当期）未処
分利益  13,450   16,054   14,554   

利益剰余金合計   31,069 37.1  33,670 42.2  32,173 41.1 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   102 0.1  200 0.2  137 0.2 

Ⅴ 自己株式   △21 △0.0  △31 △0.0  △29 △0.0 

資本合計   51,707 61.7  54,692 68.6  53,134 67.9 

負債資本合計   83,784 100.0  79,696 100.0  78,231 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   28,085 100.0  23,161 100.0  46,480 100.0

Ⅱ 売上原価   13,855 49.3  11,564 49.9  23,098 49.7

売上総利益   14,229 50.7  11,597 50.1  23,381 50.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   8,608 30.7  8,357 36.1  16,949 36.5

営業利益   5,621 20.0  3,239 14.0  6,432 13.8

Ⅳ 営業外収益 ※１  392 1.4  1,115 4.8  1,842 4.0

Ⅴ 営業外費用 ※２  38 0.1  15 0.1  191 0.4

経常利益   5,975 21.3  4,339 18.7  8,083 17.4

Ⅵ 特別利益 ※３  44 0.2  0 0.0  44 0.1

Ⅶ 特別損失 ※4.6  765 2.8  774 3.3  1,201 2.6

税引前中間（当
期）純利益   5,253 18.7  3,565 15.4  6,926 14.9

法人税、住民税及
び事業税  2,576    1,379   2,679    

法人税等調整額  △546 2,029 7.2 △179 1,199 5.2 △563 2,115 4.5

中間（当期）純利
益   3,224 11.5  2,366 10.2  4,811 10.4

前期繰越利益   10,225   13,688   10,225  

自己株式処分差損   -   -   0  

中間配当額   -   -   482  

中間（当期）未処
分利益   13,450   16,054   14,554  

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同 左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同 左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同 左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同 左 

時価のないもの 

同 左 

(2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同 左 

(2）デリバティブ 

同 左 

(3）棚卸資産 

商品・原材料 

総平均法による原価法 

(3）棚卸資産 

商品・原材料 

同 左 

(3）棚卸資産 

商品・原材料 

同 左 

製品・半製品・仕掛品 

機械装置   個別法による

原価法 

製品・半製品・仕掛品 

同 左 

製品・半製品・仕掛品 

同 左 

研削切断工具 総平均法によ

る原価法 

  

貯蔵品 

最終仕入原価法 

貯蔵品 

同 左 

貯蔵品 

同 左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。なお、主な耐

用年数は以下のとおりでありま

す。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同 左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同 左 

建物 31～38年 

機械及び装置 7～10年 

  

(2）無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同 左 

(2）無形固定資産 

同 左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同 左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同 左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備える

ため、支給見込額のうち当中間

会計期間に負担すべき額を計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同 左 

(2）賞与引当金 

  従業員の賞与の支出に備える

ため、支給見込額のうち当期に

負担すべき額を計上しておりま

す。 

   ────────── (3）製品保証引当金 

 製品保証期間中の製品の補修

費用の支出に備えるため、過去

の実績等を基礎として計上して

おります。 

(3）製品保証引当金 

同 左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（３年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(4）退職給付引当金 

同 左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（３年）に

よる定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

 平成16年６月24日開催の定時

株主総会において、経営改革の

一環として役員の報酬体系を見

直し、従来の役員に対する退職

慰労金制度を廃止し、これに代

わる措置として株式報酬型スト

ックオプションを導入いたしま

した。これに伴い、過年度の役

員退職慰労引当金は金額確定に

より「長期未払金」に計上して

おります。 

 ────────── (5）役員退職慰労引当金 

 平成16年６月24日開催の定時

株主総会において、経営改革の

一環として役員の報酬体系を見

直し、従来の役員に対する退職

慰労金制度を廃止し、これに代

わる措置として株式報酬型スト

ックオプションを導入いたしま

した。これに伴い、過年度の役

員退職慰労引当金は金額確定に

より「長期未払金」に計上して

おります。 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

同 左 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末

日の直物等為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

５．リース取引の処理方法 

同 左 

５．リース取引の処理方法 

同 左 

６．重要なヘッジ会計の方法 

イ．ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については、

特例処理の要件を満たしており

ますので、特例処理を採用して

おります。 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

 金利スワップ 

（ヘッジ対象） 

 借入金の利息 

ハ．ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を

行っており、ヘッジ対象の識別

は個別契約毎に行っておりま

す。 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件

を満たしておりますので、中間

決算日における有効性の評価を

省略しております。 

７．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

───────────  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

  

  

  

  

  

  

  

  

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同 左 

６．重要なヘッジ会計の方法 

イ．ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については、

特例処理の要件を満たしており

ますので、特例処理を採用して

おります。 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

 金利スワップ 

（ヘッジ対象） 

 借入金の利息 

ハ．ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を

行っており、ヘッジ対象の識別

は個別契約毎に行っておりま

す。 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件

を満たしておりますので、決算

日における有効性の評価を省略

しております。 

７．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同 左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ────────── 

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

  当中間会計期間より、「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより

税引前中間純利益は３１３百万円

減少しております。 

  なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき各資産の金額から直接控

除しております。 

 ────────── 

  



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（連結子会社との合併（簡易合併）） 

 当社と連結子会社である株式会

社ディスコ エンジニアリング サ

ービス（以下、DES）は、平成16

年９月15日に、平成17年１月１日

を合併期日とする合併契約書に調

印しました。合併の承認は平成16

年10月18日開催のDESの臨時株主

総会において承認されました。 

 なお、本合併は、商法第413条

ノ３第１項の規定による簡易合併

であり、当社においては合併契約

書に関する株主総会の承認を得る

ことなく行うものです。 

 合併契約の要旨は次のとおりで

あります。 

 １．合併の日程 

 （合併契約書承認取締役会） 

   平成16年９月15日 

 （合併契約書調印） 

   平成16年９月15日 

 （合併契約書承認株主総会（DES）） 

   平成16年10月18日 

 （合併期日） 

   平成17年１月１日（予定） 

 ２．合併方式 

 当社を存続会社とする吸収合併

方式で、DESは解散します。 

 ３．その他 

 合併にあたり、当社が保有する

DESの株式は全て無償消却し、新

株式の発行及び当社の資本金の増

加は行いません。 

     ────―─― 
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（重要な資産の譲渡について） 

 平成16年11月下旬に竣工の本

社・Ｒ＆Ｄセンターの大田区大森

移転に伴い、これまでの本社（羽

田地区）の土地、建物等を売却い

たします。 

 その概要は次のとおりでありま

す。 

１．譲渡する相手先 

  連結対象子会社以外の第三者 

２．譲渡資産の種類 

  土地、建物及び建物附属設備 

３．譲渡の時期 

  平成16年12月 

４．譲渡価額 

  2,633百万円 

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法） 

 実務対応報告第12号「法人事業

税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（企業会計基準委員

会（平成16年２月13日））が公表

されたことに伴い、当中間期から

同実務対応報告に基づき、法人事

業税の付加価値割及び資本割70百

万円を販売費及び一般管理費とし

て処理しております。 

      ────―─― 
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（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法）  

 実務対応報告第12号「法人事業

税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（企業会計基準委員

会（平成16年２月13日））が公表

されたことに伴い、当期から同実

務対応報告に基づき、法人事業税

の付加価値割及び資本割122百万

円を販売費及び一般管理費として

処理しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

    14,343百万円  

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

14,345百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計 

額 

13,529百万円 

 ２．保証債務 

 下記の会社の金融機関よりの借入

金に対し、保証を行っております。 

  ２．保証債務 

 下記の会社の金融機関よりの借入

金に対し、保証を行っております。 

  ２．保証債務 

 下記の会社の金融機関よりの借入 

金に対し、保証を行っております。 

㈱ディスコアブレイシ

ブシステムズ 
  55百万円

㈱ディスコ エンジニ

アリング サービス 
 100百万円

DISCO-SEA AMERICA, 

INC. 
  66百万円

計 221百万円

DISCO-SEA AMERICA, 

INC. 
  79百万円

計   79百万円

㈱ディスコアブレイシ

ブシステムズ 
   40百万円

DISCO-SEA AMERICA, 

INC. 
   85百万円

計   125百万円

 ※３. ───────── ※３．長期未払金 

 平成16年6月24日開催の定時株主総

会において、経営改革の一環として

役員の報酬体系を見直し、従来の役

員に対する退職慰労金制度を廃止

し、これに代わる措置として株式報

酬型ストックオプションを導入いた

しました。これに伴い、過年度の役

員退職慰労引当金を金額確定により

計上したものであります。 

 ※３.  ───────── 

※４．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※４．消費税等の取扱い 

同 左 

※４．消費税等の取扱い 

───────── 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益のうち重要なもの

受取利息  6百万円

受取配当金    44百万円

受取賃貸料   82百万円

為替差益   225百万円

※１．営業外収益のうち重要なもの

受取利息   8百万円

受取配当金   877百万円

受取賃貸料    40百万円

為替差益   150百万円

※１．営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 15百万円

受取配当金  1,317百万円

受取賃貸料    133百万円

為替差益    103百万円

※２．営業外費用のうち重要なもの

支払利息  12百万円

売上割引    16百万円

※２．営業外費用のうち重要なもの

支払利息   0百万円

売上割引     1百万円

※２．営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 23百万円

売上割引  17百万円

  

※３．特別利益のうち重要なもの 

固定資産売却益  0百万円

補償金償還金  40百万円

※３．特別利益のうち重要なもの 

固定資産売却益   0百万円

※３．特別利益のうち重要なもの 

固定資産売却益  0百万円

補償金償還金  40百万円

※４．特別損失のうち重要なもの 

固定資産除売却損  63百万円

投資有価証券評価

損 

  111百万円

関係会社株式評価

損 

  268百万円

役員特別功労金 181百万円

特別退職加算金 100百万円

※４．特別損失のうち重要なもの 

固定資産除売却損    34百万円

関係会社株式評価

損 

  375百万円

減損損失   313百万円

※４．特別損失のうち重要なもの 

固定資産除売却損 340百万円

投資有価証券評価

損 

111百万円

関係会社株式評価

損 

 268百万円

役員特別功労金    181百万円

  ５．減価償却実施額   ５．減価償却実施額   ５．減価償却実施額 

有形固定資産 928百万円 

無形固定資産 35百万円 

有形固定資産 1,117百万円

無形固定資産  29百万円

有形固定資産 2,135百万円

無形固定資産    67百万円

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ※６.  ─────────  ※６.減損損失 

  当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上しております。 

  当社は、事業の種類別を基準とし

て資産のグルーピングを行ってお

り、遊休資産については個々に独立

したキャッシュ・フローを生み出す

単位としてグルーピングしておりま

す。 

 上記資産については、それぞれ遊

休状態にあり、市場価格が帳簿価額

より著しく下落していることにより

帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失３１３百

万円として特別損失に計上しており

ます。その内訳は、印旛郡の土地 

２５４百万円、東広島市の土地５６

百万円、上水内郡の土地３百万円で

あります。 

 なお、回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、不動産鑑定

評価額及び固定資産税評価額等の適

切に市場価額を反映していると考え

られる評価額を基に算出し評価して

おります。 

場所 用途 種類 

千葉県 

印旛郡 
 遊休資産   土地 

 広島県 

 東広島市
 遊休資産   土地 

 長野県 

 上水内郡
 遊休資産    土地 

 ※６.  ───────── 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

建物 1,299 259 1,039 

機械及び装置 6 1 4 

有形固定資産の
「その他」 

307 236 71 

合計 1,613 497 1,116 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

建物 1,299 324 974 

機械及び装置 6 1 4 

有形固定資産の
「その他」 

355 164 191 

合計 1,661 490 1,171 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

建物 1,299 292 1,007 

機械及び装置 6 1 4 

有形固定資産の
「その他」 

355 99 256 

合計 1,661 393 1,268 

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

同 左 （注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相 

  当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相 

  当額等 

 未経過リース料中間期末残高相 

 当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内    99百万円

１年超 1,017百万円

合計 1,116百万円

１年内   130百万円

１年超 1,040百万円

合計 1,171百万円

１年内    172百万円

１年超 1,095百万円

合計 1,268百万円

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してお

ります。 

同 左 （注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

(3）支払リース料及び減価償却費相当

額 

支払リース料   80百万円 

減価償却費相当額   80百万円 

支払リース料   96百万円

減価償却費相当額   96百万円

支払リース料   141百万円

減価償却費相当額   141百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

 



（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内    103百万円

１年超  1,125百万円

合計 1,228百万円

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

１年内    86百万円

１年超 1,039百万円

合計 1,125百万円

１年内   100百万円

１年超 1,076百万円

合計 1,177百万円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 

        1,608.20円 

１株当たり純資産額 

                1,699.89円 

１株当たり純資産額 

    1,649.44円 

１株当たり中間純利益金額 

     100.36円 

１株当たり中間純利益金額 

        73.54円 

１株当たり当期純利益金額 

        147.61円 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額 

     100.32円 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額 

           73.46円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

147.54円 



 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 3,224 2,366 4,811 

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -  65  

 （うち利益処分による役員賞与金） - -  (65) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
3,224 2,366 4,746 

期中平均株式数（千株） 32,132 32,174 32,153 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） - -   - 

普通株式増加数（千株） 14 32 15 

（うち新株引受権） (14) (-) (5) 

（うち新株予約権） (-) (32) (10) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

 平成14年６月27日定時

株主総会決議及び平成14

年９月27日取締役会決議

による新株予約権（新株

予約権の個数 641個） 

 平成15年６月26日定時

株主総会決議及び平成15

年11月５日取締役会決議

による新株予約権（新株

予約権の個数 680個） 

 平成16年６月24日定時

株主総会決議及び平成16

年７月27日取締役会決議

による新株予約権（新株

予約権の個数 158個） 

 なお、概要は「第４提

出会社の状況、１株式等

の状況、(2)新株予約権

等の状況」に記載のとお

りであります。 

 平成14年６月27日定時

株主総会決議及び平成14

年９月27日取締役会決議

による新株予約権（新株

予約権の個数 632個） 

 平成15年６月26日定時

株主総会決議及び平成15

年11月５日取締役会決議

による新株予約権（新株

予約権の個数 669個） 

 平成16年６月24日定時

株主総会決議及び平成16

年10月21日取締役会決議

による新株予約権（新株

予約権の個数 792個） 

 なお、概要は「第４提

出会社の状況、１株式等

の状況、(2)新株予約権

等の状況」に記載のとお

りであります。 

 平成14年６月27日定時

株主総会決議及び平成14

年９月27日取締役会決議

による新株予約権（新株

予約権の個数 632個） 

 平成15年６月26日定時

株主総会決議及び平成15

年11月５日取締役会決議

による新株予約権（新株

予約権の個数 671個） 

 平成16年６月24日定時

株主総会決議及び平成16

年10月21日取締役会決議

による新株予約権（新株

予約権の個数 793個） 

 なお、概要は「第４提

出会社の状況、１株式等

の状況、(2)新株予約権

等の状況」に記載のとお

りであります。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 平成16年６月24日開催の当社第65期定時株

主総会及び平成16年10月21日開催の当社取締

役会において、ストックオプションの目的で

新株予約権の発行を決議しました。その概要

は次のとおりであります。 

１．新株予約権の数 860個 

２．新株予約権の目

的となる株式の

数 

86,000株 

３．新株予約権の目

的となる株式の

種類 

普通株式 

４．新株予約権の行

使時の払込金額 

4,730円 

５．新株予約権の行

使期間 

平成18年10月30日から 

平成24年10月29日まで 

６．新株予約権の行

使により株式を

発行する場合の

株式の発行価格

及び資本組入額 

発行価格   4,730円 

資本組入額 2,365円 

７．新株予約権の行

使の条件 

新株予約権を割当てら

れた者は、新株予約権

の行使時においても、

会社又は会社の子会社

の取締役又は従業員

（顧問、相談役を含

む。）であることを要

する。（任期満了によ

り退任又は定年退職し

た対象者が会社又は子

会社に従業員として再

雇用された場合は、会

社又は子会社の取締役

又は従業員の地位を喪

失したものとは取り扱

わない。また、会社又

は子会社以外の会社よ

り会社又は子会社に出

向中の対象者が出向解

除により出向元の会社

へ帰任した場合は、会

社又は子会社の取締役

又は従業員の地位を喪

失したものと扱う。）

ただし、任期満了によ

る退任、定年退職その

他正当な理由のある場

合にはこの限りでな

い。 

 平成17年６月24日開催の当社第66期定時株

主総会及び平成17年10月26日開催の当社取締

役会において、ストックオプションの目的で

新株予約権の発行を決議しました。その概要

は次のとおりであります。 

１．新株予約権の数 1,093個 

２．新株予約権の目

的となる株式の

数 

109,300株 

３．新株予約権の目

的となる株式の

種類 

普通株式 

４．新株予約権の行

使時の払込金額 

5,162円 

５．新株予約権の行

使期間 

平成19年11月5日から 

平成25年11月4日まで 

６．新株予約権の行

使により株式を

発行する場合の

株式の発行価格

及び資本組入額 

発行価格    5,162円 

資本組入額 2,581円 

７．新株予約権の行

使の条件 

新株予約権を割当てら

れた者は、新株予約権

の行使時においても、

会社又は会社の子会社

の取締役又は従業員

（顧問、相談役を含

む。）であることを要

する。（任期満了によ

り退任又は定年退職し

た対象者が会社又は子

会社に従業員として再

雇用された場合は、会

社又は子会社の取締役

又は従業員の地位を喪

失したものとは取り扱

わない。また、会社又

は子会社以外の会社よ

り会社又は子会社に出

向中の対象者が出向解

除により出向元の会社

へ帰任した場合は、会

社又は子会社の取締役

又は従業員の地位を喪

失したものと扱う。）

ただし、任期満了によ

る退任、定年退職その

他正当な理由のある場

合にはこの限りでな

い。 

――――――― 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

上記の算式において「既発行株式数」と

は、会社の発行済株式総数から会社の保有

する自己株式の総数を控除した数とし、自

己株式の処分を行う場合には「新規発行株

式数」を「処分する株式数」に、「１株あ

たり払込金額」を「１株あたり処分金額」

に、「新株式発行前の時価」を「処分前の

時価」に、それぞれ読み替えるものとす

る。 

また、会社が他社と吸収合併もしくは新設

合併を行う場合であって、合併後の会社に

新株予約権が承継されるとき、会社が吸収

分割を行う場合であって、承継会社に新株

予約権が承継されるとき、又は会社が人的

分割を行うとき、会社は必要と認める行使

価額の調整を行うものとする。 

８．新株予約権の譲

渡に関する事項 

質入その他の処分は

原則として認めな

い。なお、新株予約

権の譲渡をするには

当社取締役会の承認

を要する。 

９．摘要 

新株予約権発行後、会社が時価を下回る

価額で新株式の発行（改正前商法に基づ

く新株引受権の行使又は改正後商法の新

株予約権の行使により新株式を発行又は

自己株式を処分する場合を除く）もしく

は自己株式の処分を行う場合、又は時価

を下回る価額をもって会社普通株式を取

得することができる新株予約権又は新株

予約権が付された証券を発行する場合

は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り

上げる。 

    既発行
株式数 

＋

新規発行株

式数 
× 
１株あたり払

込金額 

調整後

行使価

額 

＝ 

調整前

行使価

額 

× 
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

上記の算式において「既発行株式数」と

は、会社の発行済株式総数から会社の保有

する自己株式の総数を控除した数とし、自

己株式の処分を行う場合には「新規発行株

式数」を「処分する株式数」に、「１株あ

たり払込金額」を「１株あたり処分金額」

に、「新株式発行前の時価」を「処分前の

時価」に、それぞれ読み替えるものとす

る。 

また、会社が他社と吸収合併もしくは新設

合併を行う場合であって、合併後の会社に

新株予約権が承継されるとき、会社が吸収

分割を行う場合であって、承継会社に新株

予約権が承継されるとき、又は会社が人的

分割を行うとき、会社は必要と認める行使

価額の調整を行うものとする。 

８．新株予約権の譲

渡に関する事項 

質入その他の処分は

原則として認めな

い。なお、新株予約

権の譲渡をするには

当社取締役会の承認

を要する。 

９．摘要 

新株予約権発行後、会社が時価を下回る

価額で新株式の発行（改正前商法に基づ

く新株引受権の行使又は改正後商法の新

株予約権の行使により新株式を発行又は

自己株式を処分する場合を除く）もしく

は自己株式の処分を行う場合、又は時価

を下回る価額をもって会社普通株式を取

得することができる新株予約権又は新株

予約権が付された証券を発行する場合

は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り

上げる。 

    既発行
株式数

＋

新規発行株

式数 
×
１株あたり払

込金額 

調整後

行使価

額 

＝ 

調整前

行使価

額 

×
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

――――――― 



(2）【その他】 

平成17年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額………………… 482百万円 

(ロ）１株当たりの金額………………………………  15円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成17年12月9日 

（注）平成17年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第66期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月24日関東財務局長に提出 

(2）有価証券届出書（新株予約権証券の発行）及びその添付書類 

平成17年10月26日関東財務局長に提出 

(3）有価証券届出書（新株予約権証券の発行）の訂正届出書 

平成17年11月4日関東財務局長に提出 

(4）有価証券届出書（新株予約権証券の発行）の訂正届出書 

平成17年11月4日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成16年12月17日

株式会社ディスコ   

 取締役会 御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中村 嘉彦  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 大津 修二  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ディスコの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ディスコ及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注） 上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月16日

株式会社ディスコ   

 取締役会 御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中村 嘉彦  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 森 俊哉   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ディスコの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ディスコ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資

産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注） 上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成16年12月17日

株式会社ディスコ   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中村 嘉彦  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 大津 修二  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ディスコの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第66期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平成

16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ディスコの平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注） 上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月16日

株式会社ディスコ   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中村 嘉彦  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 森 俊哉   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ディスコの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第67期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ディスコの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注） 上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。 
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